
予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：家庭児童福祉費
	事業名　新 ぎふ結婚応援パスポート事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

健康福祉部　子ども・女性局　子育て支援課　少子化対策係
電話番号：058-272-1111（内2438）
E-mail：c11236@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　3,741千円（前年度予算額： 0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	3,741
	1,870
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,871

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　少子化の大きな原因として、未婚化・晩婚化が挙げられるが、「岐阜県少
子化に関する県民意識調査（H26）」によれば、約９割の独身の男女は結婚を
望んでいるという調査結果となっている。

また、同調査において独身でいることの理由について尋ねる設問では、「適
当な相手にまだめぐり会わないから」の回答が最も多く、次いで「経済的な
余裕がないから」という理由が挙げられており、経済的な理由で結婚に踏み
切れない若者の存在が明らかとなった。
これまで本県においては、様々な結婚支援に関する施策を実施してきたが、
未婚化・晩婚化を阻止するためには、さらに踏み込んだ施策の実施が求められている。「ぎふ結婚応援パスポート事業」の実施により、主に若者の結婚の障害の一つである結婚に関する経済的側面を支援することで、結婚を後押しすることができる。

さらに、様々な民間企業・団体等と連携して制度を運用するとともに、制度の周知に併せて効果的な広報活動をすることで、県全体で県民の結婚を支援する機運の醸成を図る。
（２）事業内容
①参加店舗の確保に向けた取組
　　　　県下全域の結婚式場・旅行業等といった、結婚関連業界等のほか、幅広くぎふ結婚応援パスポート事業への参加店舗を募集する。
②参加店舗のＰＲ及び利用者の利用促進に向けた取組
　　　  ぎふマリッジサポートセンター及び各総合庁舎において、ぎふ結婚応援パスポート（仮称：ウエディングカード）を配布。
参加店舗が、若者の結婚を後押しする店舗であることをＰＲするとともに、ぎふ結婚応援パスポート（仮称：ウエディングカード）が利用できる店舗であることを周知するため、ぎふ結婚応援パスポート事業のＰＲ用ポスターやステッカー等の啓発物の作成・配布を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　　・補助率：県1/2、国1/2（地域少子化対策重点推進交付金）

・若者の結婚支援として県実施は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	351
	店舗への協力依頼（職員業務旅費）

	需用費
	1,015
	資料作成、啓発用資材作成等

	役務費
	165
	啓発用資材の郵送費等

	委託料
	2,210
	広報活動費、事業ロゴマーク作成費

	合計
	3,741
	


	　決定額の考え方　

　事業の効果が不明確であることから、計上を見送ります。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
長期構想　Ⅴ　ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
―１ 子どもを生み育てやすい地域をつくる


　　　　　　　―○結婚や子育てを応援する地域をつくる
（２）国・他県の状況
平成27年3月に国が策定した「少子化社会対策大綱」では、重点課題と

して新たに結婚支援が加えられ、結婚、妊娠、子供・子育てに温かい社会
の実現に向けて、社会全体で行動を起こすべきと記載されている。
他県においても、７府県において実施
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
ぎふ結婚応援パスポート事業を進めていくことにより、社会全体で結婚に関する機運を醸成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	ぎふ結婚応援パスポート新規参加店舗数
	
	－
	－
	0店
(H30.8)
	50店舗
(年間)
	－

	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　「岐阜県少子化に関する県民意識調査（H26）」により、「経済的な理由によって結婚に踏み切ることができない」としている者が多数いることが判明しており、若者の結婚の障壁となっている経済的側面を支援する本事業の必要性は高いと言える。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
　 
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　カード取得者が利用しやすい環境を整備するため、参加店舗の拡大に取り組んでいく必要がある。




（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

参加店舗の拡大に取り組んでいくとともに、県民に対する啓発活動を実施し、県としてＰＲを進めていくことで、ぎふ結婚応援パスポート（仮称：ウエディングカード）の利用促進につなげていく。


